
幅広い世代に関心を持ってもらえるよう、数多くの展示が並ぶ竹島資料室

竹島問題について解説する学生解説員

雲南市役所で開かれた出張竹島資料室＝2024年8月

竹島の日  2月22日

　2007（平成19）年4月に竹島資料室をオープン
しました。日本の文献だけでなく韓国の教育現場
で用いられている副読本など国内屈指の計1900点
の書籍や資料を取り揃えています。日本領である
ことを示す地図やパネル、ＤＶＤなども閲覧でき
ます。竹島の日の特別展示や夏休みには子ども向
けの企画展示を開き、幅広い年代に竹島について
関心を持ってもらえるようアプローチしています。
2018（平成30）年には、視覚障害者向けの点字や
拡大文字の啓発資料の作成、2019（令和元）年に
は、来室する外国人の理解を促すため、英語、韓
国語等で展示資料を紹介するＱＲコードを一部の
資料パネルに付けるなど、多くの人に竹島問題へ
の理解を深めてもらおうと、啓発手法の工夫を続
けています。同年8月には、宮腰光寛領土問題担
当相（当時）が領土問題担当相として初めて竹島
資料室を視察しました。2020（令和2）年10月に
は大学生を「学生解説員」として委嘱する取り組
みを始め、竹島問題について学生目線で分かりや
すく来場者に伝えています。
学生解説員による解説をスタート
　竹島資料室に委嘱された島根大学と島根県立大
学の学生が学生解説員を務め、定期的に来場者へ
竹島問題の解説を行っています。大学生などの若
年層に関心を深めてもらうとともに、専門知識を
理解した後継者を育成するのが目的で、2024（令
和6）年度までで11人が解説員を務めました。23
（令和5）年度には、学生解説員が隠岐高校を訪れ
て生徒と領土問題や韓国との関係について意見交
換するなど、若い世代へ向けた意識啓発に存在感
を発揮しています。
出張竹島資料室
　2024（令和6）年は、雲南市と隠岐の島町で出張竹島資料室が開催されました。会場では「小学生からわか

る入門編」と題し、竹島問題をパネルで紹介。
写真や地図を交え、かつて隠岐の人たちがア
シカ猟やワカメ採取をしていたことなどを説
明しました。出張資料室は2016（平成28）年
度から毎年開催しています。松江市の竹島資
料室を訪れるのが難しい人に来ていただくと
ともに、全県的に関心を深めてもらうのが狙
いです。

竹島資料室の情報発信
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東京・虎ノ門に移転した「領土・主権展示館」の開館式で展示物を説明する丸山達
也知事（右）＝2020年１月

まるで島々の空を飛んだり、海を潜ったりしているような感覚を体
感できる「イマーシブ・シアター」

三つの大画面上にアニメーション映像を上映し、歴史を大スケー
ルで実感できる「ヒストリー・ウォール」

松江市内で開催された地方巡回展＝2020年11月

竹島の日  2月22日

領土・主権展示館を開設
　2018（平成30）年1月、竹島と北方領
土（北海道）、尖閣諸島（沖縄県）の関
連資料を常設展示する「領土・主権展示
館」が東京・日比谷公園の市政会館に開
設されました。2020（令和2）年1月に
虎の門三井ビルディングに拡張移転。竹
島などの領有の正当性を日本政府が国内
外に発信する拠点施設で、領有にまつわ
る歴史などを説明するパネルや、領有権
の根拠を示す資料のレプリカなどを展示
しています。
　政府は今後も一層の発信強化を目指
し、2025（令和7）年4月にリニューア
ルオープンします。展示スペースをさら
に拡張し、映像と音響と照明を組み合わ
せた最新機器を導入。床・壁・天井に竹島、北方領土、尖閣諸島の自然を投影し、まるで島々の空を飛んだり、
海に潜ったりしているような感覚を体感できる「イマーシブ・シアター」や、三つの大画面上にアニメーショ
ン映像を上映し、歴史を大スケールで学べる「ヒストリー・ウォール」と呼ばれる設備を始めます。パネル展
示から体感型・体験型の展示へ強化し、訪問者をさらに増やしていきます。

全国各地で巡回展示
　2020（令和2）年2月からは、領土・主権展示館の
地方巡回展を全国で行っています。同年11月には松
江市内で巡回展を行い、各領土問題の経緯を伝える
年表や、日本の領土主張の根拠をまとめたパネルが展
示されました。竹島関連では島根県竹島対策室も協力
し、国が1905（明治38）年に竹島を県隠岐島司の所
管とすることを記した文書などの資料を出展しまし
た。2024（令和6）年までに松江市のほか、全国14カ
所で開催し、竹島問題をはじめとした領土問題の幅広
い啓発を行っています。

東京から全国へ竹島啓発
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「竹島外一島の件は本邦と関係ない」とする太政官指令の決裁文
書（国立公文書館所蔵）

竹島問題研究会の会合に臨む下條正男座長ら＝2024年5月

竹島の日  2月22日

　2005（平成17）年に結成された島根県竹島
問題研究会は、長年にわたり竹島問題の啓発
に取り組んできました。
　2021（令和3）年10月発足の第５期研究会
では、国際法や教育学、朝鮮半島の外交・安
全保障論の専門家、高校教諭らが委員を務め、
韓国側の主張に対する検証などを行ってきま
した。この間には、竹島の領有権をめぐり、
根拠とする主張が日韓で対立していた明治初
期の「太政官指令」について新たな史実を突
き止め、韓国側の主張を覆す成果もありました。
太政官指令の韓国主張を覆す
　近年、竹島問題で大きな進歩があったのは、
明治政府の最高行政機関の太政官が1877（明治10）年3月に示した領土に関する見解「太政官指令」について
の研究です。
　前年の1876（明治9）年10月、島根県は「竹島外一島」の地籍編入について、山陰西部に所属すべきである
との伺を内務省に提出し、江戸期のものを複写した「竹島」（鬱陵島）と「松島」（今の竹島）の絵図を添付。

「原由の大略」という説明文にも現在の竹島について
の記述がありました。
　内務省は島根県への回答前に太政官に伺を出し、
太政官は17世紀末の日朝交渉で鬱陵島渡航が禁じら
れたのを踏まえ「竹島外一島のことは本邦と関係が
ないものと心得よ」と内務省に指示しました。この
一文が太政官指令です。
　韓国側は「外一島」を現在の竹島と解釈しました。
根拠として県の説明文や絵図で「外一島」が現在の
竹島を示しており、中央政府が領有権の放棄を宣言
していたと強く主張してきました。
　島根県竹島問題研究会の一部委員は、明治政府の
その後の記録などから「外一島」も「鬱陵島」を指
すと反論してきましたが、太政官指令の本文に詳し
い記述がなく、後年の記録が根拠となっていました。
　そこで「竹島外一島」の真意を究明しようと、研
究会の委員経験者らを中心に、有識者有志が2018（平
成30）年10月に「竹島資料勉強会」を結成。文献の
分析や議論を深め、2022（令和4）年3月に報告書を
まとめ、日本国際問題研究所から発表しました。こ
の中では、太政官指令が出された課程を総ざらいし、
太政官が現在の竹島を意識せず、鬱陵島のみを対象
に指令を出したと結論づけました。
　続いて22年4月には勉強会メンバーで県竹島問題
研究顧問の藤井賢二さんが、新資料の発見をホーム

竹島問題研究会の取組と成果
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竹島問題研究会が編さんした「竹島問題100問
100答」

竹島問題研究会委員が手がけた「知っておくべき竹島の真実シリーズ」

竹島の日  2月22日

ページで発表しました。長崎県令が内務省に出した松島開発の伺に対する1877年8月の大久保利通内務卿によ
る回答書に、島根県への太政官指令に関する記述がありました。
　回答書で大久保は「松島については昨年島根県から問い合わせがあり、旧幕府時代の朝鮮との往復書類など
を調査し、その島は本邦と関係ないと決定して同県にもその趣旨を指令しておいた」と言っています。内務省
は「松島」は鬱陵島であり、また「元禄竹島一件」での交渉の対象は鬱陵島のみであったことを認識していました。
この資料は「太政官指令」の「竹島外一島」は鬱陵島を示すという主張の強固な補強材料となりました。
　韓国にとって太政官指令は日本を揺さぶり反論を封じる「最後の堤防」でしたが、主張の前提が崩れる大き
な成果となりました。
啓発書籍の発行
　竹島問題研究会は、2014（平成26）年2月、竹島問題全体を体系的に分かりやすく解説した「竹島問題100
問100答」を発行しました。韓国側が領有権の根拠にしている中世から現代までの資料を検証した第１期（2005
年6月～2007年３月）から第２期（2009年10月～2013年３月）までの研究成果をもとに、第３期の取組とし
て一般の人を対象にした啓発資料としてまとめました。竹島の大き
さや自然環境といった地理的知識から、竹島の経済的価値、1905（明
治38）年の領土編入の経緯、韓国側の主張の問題点など、ありとあ
らゆる論点を網羅しています。
　不法占拠を続ける韓国側が、竹島でコンサートを開いたり、バスケッ
トボールのコートを作って大会を開いたりしていることなど、韓国
による支配の現状が伝わる事実も記して、読者の関心を引いています。
インターネットが発達し、真偽不明の言説が流布する中、専門家の
委員が歴史的資料を踏まえて、分かりやすく事実を解説しています。
　また、研究会委員が書いた、竹島問題を学ぶための入門書「知っ
ておくべき竹島の真実シリーズ」は第５弾まで発行しています。韓
国側の独島教育で自国領の根拠とする史料を検証することで、本当
の歴史認識を考える「韓国の竹島教育の現状とその問題点」、明治時
代の行政文書を読み取り日本による竹島の実行支配の事実を改めて
見つめ直す「資料が語る『竹島問題』」などを全国の書店で販売し、
幅広く啓発を進めています。日本語版だけでなく英語版や韓国語版
も出しています。
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竹島問題への意識醸成を訴える池田高世偉会長＝2024年11月、隠岐の島町

竹島漁猟の拠点である久見地区に開設された久見竹島歴史館 企画展で地図を鑑賞する来館者＝2023年5月

竹島の日  2月22日

14年ぶりに隠岐地域で竹島返還を求める大規模集会
　竹島の早期返還を訴える竹島領有権確立運動隠岐の島町集会が2024（令和6）年11月9日に、隠岐の島町内
で開かれました。地元住民や国会議員ら488人が参加し、内閣府に竹島を所管する組織の設置など、日本政府
に対する五つの要望を盛り込んだ大会宣言を採択しました。
　隠岐地域で大規模集会が開かれるのは14年ぶりでした。2025（令和7）年に島根県の「竹島の日」条例制定
20年を迎えるのを前に、竹島領土権確立隠岐期成同盟会が主催しました。
　集会で期成同盟会の池田高世偉会長（隠岐の島町長）は「一向に進展がないのは痛恨の極みだ。地元の意識
高揚と世論の盛り上がりを期待する」と強調。丸山達也島根県知事は「県として国際司法裁判所への単独提訴
や毅然とした対応を政府に求めていく」
と訴え、政府代表で出席した領土・主権
対策企画調整室の植村秀紀参事官は「正
確な情報を国内外に発信し、一層の関心
喚起を図る」としました。国会議員は立
憲民主党の亀井亜紀子衆院議員（島根１
区）と自民党の三浦靖参院議員（比例特
定枠）が出席しました。
　締めくくりに①内閣府に竹島を所管す
る組織の設置②隠岐の島町内に国直轄の
啓発施設の設置③日韓で海洋資源を維持
管理する体制の確立④海上警備体制の強
化⑤学校教育での竹島学習強化―を求め
る大会宣言を採択しました。
隠岐にも久見竹島歴史館が開設
　2016（平成28）年6月に、島根県隠岐の島町久見に竹島資料収集施設「久見竹島歴史館」が開館しました。
久見は、竹島漁猟の拠点でした。竹島とゆかりの深い場所から竹島漁猟の歴史などを伝えています。
　竹島に関する住民の証言や資料の収集を進め、調査結果を展示しています。明治から昭和にかけて久見地区
から竹島に渡り、アシカやアワビ等の漁猟をした貴重な記録資料や、竹島での漁業で使われた木造の手漕ぎ船「か
んこ」を忠実に再現した模型などが展示されています。
　定期的に企画展も開催しており、2023（令和5）年には竹島研究の第一人者である島根県竹島問題研究会の
下條正男座長が県に寄贈した地図の展示なども行いました。今後も展示資料の充実や企画展の開催で来館者の
増加に努めます。

隠岐の島町での取り組み
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竹島の日  2月22日

島根県議会が2005年3月16日、「竹島の日を定め
る条例」を制定して今年で20年になる。人でいえば
呱々の声をあげた赤子が、成人に達したのと同じで
ある。
2003年11月15日、隠岐島の旧西郷町で開催され

た「竹島北方領土返還要求運動島根大会」を機に、
島根県議会が2004年3月、「竹島の領土権確立に関す
る意見書」を日本政府に提出し、翌年、制定された
のが「竹島の日」条例である。
だが20年の間には世代交代も進み、レインボーア

リーナで行われた「島根大会」に参席した方々の多
くが鬼籍に入った。
島根県議会が「竹島の日」条例を制定したのは、

1994年に国連海洋法条約が発効し、日韓が1998年に
結んだ「日韓漁業協定」にその淵源がある。日韓は、
排他的経済水域の中間線を画定する過程で竹島問題
を棚上げしたため、竹島の周辺12海里には日本の船
舶は入ることができず、好漁場の大和堆の大部分が
日韓の共同管理水域となった。そのため韓国漁船の
不法漁撈を取締まれず、日本の漁業被害は甚大だった。
そこで島根県議会は竹島の領土権確立を求めて、

「竹島の日」条例を制定したのである。その契機となっ
たのが、2003年の「島根大会」の講演に呼ばれ、竹
島問題では韓国に「勝てる」と語った後に開かれた、
プラザホテル最上階での懇親会である。故澄田知事
と県会議員の面々は、明治維新の直前、松江藩の統
治下にあった隠岐島の島民が藩の秕政に抗して起こ
した隠岐騒動に倣って、竹島の領土権確立を語った
のである。
だがそれはあながち大言壮語でもなかった。「竹島

の日」条例の成立が確実になると、外務大臣からは
条例の制定を牽制するファクスが島根県に届き、外
務省高官は「実効的には何の意味のないこと」と揶
揄したが、島根県議会はその政府に抗して「竹島の日」
条例を成立させたからだ。
この島根県議会の動きは、竹島問題では一切日本

側の抗議を無視し、「静かな外交」に徹してきた韓国

政府に危機感を抱かせたのである。「竹島の日」は、
「実効的には何の意味のないこと」ではなかった。条
例の成立を予測した韓国政府は、その7日前から「東
北アジアの平和のための正しい歴史定立財団」の設
立準備をし、4月には竹島問題で日本と争う体制を整
えていたからだ。
しかし日本政府は、この時も1994年の「国連海洋

法条約」の時と同様、竹島問題解決の好機を生かせ
なかった。この日本政府と対照的だったのが島根県
議会である。島根県は2005年6月、「島根県竹島問題
研究会」を発足させ、研究会では2007年6月に第一
期「最終報告書」を作成して、竹島問題の論点整理
を終えていた。
この報告書は外務省にも提出され、外務省では

2008年2月、それを参考にして小冊子『竹島問題を
理解する10のポイント』を刊行している。すると韓
国側では『竹島問題を理解する10のポイント』を批
判し、島根県竹島問題研究会が報告書を公表する度
に反論することになった。日韓の間には領土問題は
存在しないと嘯いてきた韓国側だったが、今では逆
に歴史認識問題で日本に攻勢を仕掛けている。これ
は朝鮮半島の伝統的な外交政策で、日本には道義的
な側面で難詰し、それを日本牽制の外交カードにす
るのである。
その外交策を提供しているのが、「竹島の日」条例

を機に設置された政策提言機関の「東北アジア歴史
財団」である。そこでは慰安婦問題や徴用工問題、
日本海呼称問題等に関する研究も行われ、それが韓
国の外交策となっていた。だが日本にはその種の研
究機関はなく、竹島問題研究会の研究も全くのボラ
ンティア活動である。韓国の「東北アジア歴史財団」
のトップは歴史研究者が就き、60名程の研究者を擁
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毎年、「竹島の日」の式典では、国会議員の先生方

が「本日はおめでとうございます」。「ともに頑張り
ましょう」と叫んで帰って行く。条例制定から20年、
竹島の領土権確立が実現しない理由もここにある。

特別寄稿

拓殖大学名誉教授

下條　正男 氏（竹島問題研究会座長）

「竹島の日」条例を再考する
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―竹島問題の教育についてどのように考えておられますか。
　「韓国による不法占拠が続き、『解決は難しいのではないか』と考える子どもた
ちもいる中で、竹島問題を「自分事」として考えることが大切だと思います。今
すぐ解決することは難しいけれど、子どもたちが考えることで、思いをつないで
いくことができると思います」
―教育者会議としてはどのような活動をされていますか。
　「『竹島・北方領土問題を考える』中学生作文コンクールが、2024年度で15回目
を迎えました。作文コンクールの入賞者や領土問題学習への関心が高い中学生を北海道・根室市に現地
視察事業として派遣するなど、北方領土問題と竹島問題両方を考える機会を設けています。24年度夏には、
教育者会議が中心となり、隠岐の島町で研修会を行いました。竹島にゆかりのある場所での研修会は、
子どもたちが竹島問題を「自分事」として考える大きなきっかけになったと思います」
―子どもたちの竹島問題への意識は高まっていますか。
　「コンクールの作文は、領土問題について知ることの大切さを訴えるだけでなく、『解決のために自分
たちができること』という内容に変わってきており、子どもたちの意識が高くなっていることを感じて
います。過去の入賞者の中には、高校や大学でも領土問題や国際交流に関する研究を続けたり、竹島資
料室で学生解説員をしたりしている人もいます。昨夏の隠岐の島町での研修会では、大学生に中学校で
の学びが現在につながっていることや経験談を中学生に話してもらいました」
―今後、どのように取り組まれますか。
　「県内でも竹島問題学習の取組に温度差があるのを感じています。なぜ領土問題を学習するのか、子ど
もたちにどのように学習の動機づけを行っていくかなど、若手教員が学ぶ機会を設けるとともに、子ど
もたちが領土問題を解決するために『自分たちができること』を考えるきっかけになるように、作文コ
ンクールなどの取組を続けていきます」

関係者の声
阿川  美和氏
（島根県竹島・北方領土問題教育者会議会長）

「竹島の日」条例制定から20年を迎えました。竹島問題を巡る状況の変化や問題解決に向けての課題、
取り組んできた活動の成果と今後の展望などを関係者に聞きました。

諏訪邊  泰敬氏
（県土・竹島を守る会会長）

―この20年の活動を振り返っていかがでしょうか。
　「県土・竹島を守る会は条例制定の1年前に設立しました。島根県議会議員や国
会議員に陳情するなどして条例制定につながり、政府内に領土担当相や担当部署
の創設、啓発施設『領土・主権展示館』もできました。教科書にも載るようにな
りましたし、日本人の意識の中で『竹島は日本の領土』という意識は以前より高
まったと思います。しかし、竹島問題は20年たっても全く動いていませんし、言
い続けないと状況は変わりません」
―この5年では新型コロナウイルスの影響もありましたね。
　「コロナ禍で団体的な活動ができない時期もありました。2021、22年には東京での集会をしませんでし
た。ですが、23年からは再び行っています。歩みを止めないことが大事です」
―会員の高齢化が課題です。
　「会を発足してから20年以上たち、高齢の会員が亡くなっています。今後の活動に向けて新しく若い人
に会員になってもらえる受け皿を作ることが必要です。最近も知人らに声をかけて30～40代の10人に
入っていただきました。領土問題をあまり知らない若い人でも、教えればみんなが「それはいけん」と
危機感を持ってくれます。若い人に入ってもらえる土台を作り、地道な活動を続けながら会員を増やし
ていきたいと思います」
―今後の活動に向けて意気込みをお願いします。
　「コロナも終わりましたし、県議会議員、国会議員へと改めて要望活動をしていかないといけないと感
じています。言い続けることが大事です。ここらでまたネジを巻き直して頑張っていきたいと思います」

―竹島の日の条例制定から20年たちました。
　「制定から20年がたち、この間、啓発施設「領土･主権展示館」の整備などはあ
りましたが、政府としての大きな動きは見られませんでした。県議会議員連盟を
立ち上げて取り組んできましたが、20年たっても進展がないことには、じくじた
る思いがあります」
―竹島問題についてどのように感じていますか。
　「県議会議長に就任した際には竹島に行こうと心に決めていましたので、2008年に韓国からフェリーで
鬱陵島に行き、そこから観光船で行こうとしました。しかし、鬱陵島から竹島に行く際にはパスポート
を出さないといけませんでした。パスポートを出すということは韓国の領土だと認めることになり、断
念しました。また、あるとき韓国の国会議事堂に行きましたが、竹島の風景がライブ映像で流れている
のに衝撃を受けました。韓国では独島への強い意識があり、日本政府との違いを感じました」
―竹島の日の式典を政府が主催してほしいという声が依然としてあります。
　「政府として式典を開けないのは、北方領土問題と違い措置法がないからです。竹島問題を法的に位置
づけてもらえるように、政府や国会議員に求めていきます。簡単ではないですが、法的根拠が無ければ
竹島問題は前に進みません」
―今後はどのように取り組まれますか。
　「国会議員でつくる『日本の領土を守るため行動する議員連盟』の皆さんを後押しし、一緒になって政
府への働きかけを強めていきます。20 年たっても竹島問題は全く動いておらず、県議会議員連盟として
も存在意義を問われる事態で大変申し訳なく思っています。日本政府には韓国との竹島問題協議の場を
正式に設置することを求め続けます」

福田  正明氏
（竹島領土権確立島根県議会議員連盟会長）

濱田  利長氏
（隠岐島漁業協同組合連合会代表理事）
―長年、要望活動を続けてこられました。この20年をどのように振り返りますか。
　「20年がたち『早いな』という気持ちです。昔は国に要望してもまともに聞い
てもらえない時期もありましたが、今では各省庁の幹部と会って話を聞いてもら
えるようになりました。政府の啓発施設『領土･主権展示館』や、竹島漁猟の拠
点となった隠岐の島町久見に『久見竹島歴史館』もできました。しかし、肝心の
竹島問題は全く解決していません」
―2023年には7回目の漁業権の更新をされました。
　「隠岐島漁業協同組合連合会に竹島の漁業権が与えられ、10年ごとに更新しています。しかし、全く竹
島まで行けませんし、一歩も、１ミリすらも進まない現状に隠岐の漁師も諦めムードです。ですが、漁
ができないからといって更新をやめてしまえば『いよいよ日本が諦めた』と韓国に誤解されてしまいます。
それだけは絶対に避けなければいけません」
―24年11月には14年ぶりに隠岐の島町で啓発の集会がありました。
　「久しぶりの集会でしたが、式典だけでは厳しかったのではないかと思います。例えば、隠岐の漁師た
ちで船を用意して竹島まで行くなど、何か思い切った行動ができれば注目されたかもしれませんが、な
かなか難しいところです」
―問題の解決に向けてできることはありますか。
　「島が返ってくることが大切ですが、まずは日本と韓国の漁業者が共同で漁場を使えるようにできない
かと考えています。また、韓国のように日本も竹島を観光の島にすることができないでしょうか。なか
なか難しいことですが、考えていかないといけません」
―今後の意気込みを教えてください。
　「長年、要望活動をしてきても全く変わりませんが、それでもやめるわけにはいきません。今後も頑張っ
て活動を続けていきます」
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竹島の日  2月22日

日本の領土を守るため行動する議員連盟会長

新藤義孝衆議院議員に
　　　　インタビュー

―条例制定から20年がたちましたが、現状をどのよう
に受け止めておられますか。
「島根県が条例を制定したことで竹島問題が全国的に
広く認知されるとともに、国の対応強化を引き出す原動
力となりました。竹島領有権問題に取り組んでこられた
島根県、県議会、研究者、関係団体の方々のご尽力に心
から敬意と感謝を表します。自民党においては、私が企
画立案した領土問題担当相の任命、それを支える内閣官
房領土・主権対策企画調整室の設置が実現し、国民啓発
の場として領土・主権展示館もできました。いずれも我
が国初となるものであり、外務省の領土・主権・歴史調
査研究事業とともに、国としての領土問題の取り組みは
大幅に拡充されました。竹島をめぐる研究についても島
根県竹島問題研究会の存在が大きな影響を与えました。
同研究会により、韓国側の主張は成り立たないことがま
すます明白になり、研究成果は国の取り組みにも反映さ
れています。韓国による竹島の不法占拠はいまだに続い
ており、遺憾の極みです。一方で、島根県のこれまでの
努力や国の発信強化などにより、国際法と歴史的な事実
に基づく日本の立場に対する理解は着々と浸透し、日本
の竹島領有の正当性はより強く認識されるようになった
と考えています」
―竹島問題の解決には何が課題となっているのでしょ
うか。
「竹島は日本が領有権を有するにも関わらず、戦後の
混乱の中で不法に占拠されました。それ以前に韓国側が
竹島を領有していたことはおろか、島を表す絵図面さえ
存在しません。しかし、韓国政府は竹島領有の根拠を示
さないまま、これを歴史問題にすり替えています。歴史
的な事実が自らの主張を裏付けていないのに、あたかも
願望に基づくかのような情緒的主張を行い、事実でない
展示物の作成や情報を流布しています。私は、これまで
韓国の大学教授や国会議員に対して、こうした韓国側の
誤った事実認識や法解釈を指摘する質問書簡を送付して
きましたが、返事が返ってきたことはありません。竹島
問題は領土問題として国家間できちんと話し合いの場を
持つことが大変重要で、日本政府はこれまでさまざまな
外交的努力を行ってきましたが、残念ながらそのような
協議の場が実現したことは一度もありません。私たち領
土議連では、政府に対し日韓間で竹島問題をめぐる協議
の場を持つよう粘り強く働きかけていきます」
―今後はどのように竹島問題に取り組まれますか。
「竹島問題についての正確な理解が浸透するよう、国

内はもとより国際社会に向けて学術研究の機会をさらに
拡充し、情報発信の強化に努めていきます。並行して、
韓国との間で竹島問題についての国際法および歴史的事
実の観点から、客観・冷静に議論ができる状況を作り出
していくことが重要です。日本として領土・主権問題の
情報発信を強化するため、令和7年春には領土・主権展
示館をリニューアルします。映像と音響と照明を組み合
わせた最新機器を導入し、民間のテーマパークをしのぐ
ような迫力で、竹島の自然やかつて行われていたアワビ
やワカメ漁など、島の様子と営みを映像でリアルに感じ
られる体験型の展示を始めます。こういった機能充実や
展示スペースの拡張を大々的に周知し、訪問者をさらに
増やしていきます。国会見学や修学旅行の訪問先として
も選んでもらえるよう、学校への働きかけも強めていき
たいと考えています」
―今後の日韓関係と竹島問題はどのように進んでいく
のでしょうか。
「日韓が真の友好と信頼関係を構築していくことは経
済や文化交流、安全保障などあらゆる観点からきわめて
重要なことです。竹島問題を解決することが、真の二国
間関係構築の最終的な目標です。政府はこれまで長きに
わたり努力を続けていますが、残念ながら成果は表立っ
たものになっていません。領土議連から日本政府に対し
ては、韓国と外交展開する中で、竹島問題協議の場を正
式に設置することを求め続けていきます。一方で、領土
議連としては両国の議員交流や国民交流活動を拡大させ
ながら、竹島問題の解決を通じた日韓の真の信頼関係の
構築に向けて最大限の努力を行います。韓国では政治状
況によって政府の決定や方針が大きく変わってしまうこ
とに留意しつつ、ぶれることなく、法と歴史と正義に基
づき平和的に解決すべく、信念をもって行動していきます」
―竹島問題に関する今後への思いや島根県民へのメッ
セージをお願いします。
「竹島領土問題の解決と島の返還に向け、島根県や隠
岐の島町など関係自治体、竹島・北方領土返還要求運動
島根県民会議や竹島領土権確立隠岐期成同盟会など関係
団体、学識・研究者の皆さまとともに、強い思いを持っ
て取り組んできました。条例制定から20年がたちました
が、初志を変えることなく、『どんなことがあっても解
決する』との覚悟を持って、これからも皆さまが活動を
続けていくことを確信しています。領土議連としても、
島根県の皆さまとの絆と連携を深め、ともに行動してま
いります」

　島根県が竹島の日条例を制定して20年。超党派の国会議員でつくる「日本の領土を
守るため行動する議員連盟」（領土議連）の新藤義孝会長（衆議院議員、前経済再生担
当相）に、条例の意義や今後への思いを聞きました。

Interview
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竹島領有権確立運動隠岐の島町集会（隠岐島文化会館）

竹島の日  2月22日

島根県議会における「竹島の日」制定以降、節目
の20年を迎えることとなりました。
その間、島根県竹島問題研究会の設置や竹島資料
室の開設により、島根県発信で学術的研究や調査が
大きく進展しました。
また、竹島に関する教育として、竹島学習リーフ
レット及びDVDの作製などにより学ぶ機会が充実
しております。
「竹島の日」記念式典の継続や、それに伴うこれ
までの調査研究などの発表により、県民世論を喚起
していただいた島根県議会及び島根県当局に感謝申
し上げます。
しかしながら、前回、この記念誌にコメントを書
かせていただいてから5年が経過し、その間竹島の
記憶を引き継ぐ関係者の高齢化も進み、隠岐島民の
竹島への関心（期待感）が薄れています。
改めまして、考えさせられますのが、現状におい
て私は、何をどう地元島民の皆様に説明をできるの
か、私共の悲願達成に向けた取り組みはどのような
形をもって説明できるのかと言うことに他なりません。
領土問題は、国家間の問題であり、竹島問題の解
決のためには、日韓両国の間で政府レベルでの話し
合いが不可欠であります。
国内における運動の取り組みは徐々に前を向き進
んではおります。しかし、国際的には何ら進展を見
ることもなく、淡々と時が流れていく現状に、耐え
難い怒りと屈辱感を抱えているのは島民のみならず
国民の皆様全てではないでしょうか。
このような状況を打破し、全国に竹島問題への関
心を深める転機とするため、竹島領土権確立隠岐期
成同盟会の主催で、隠岐の島町を会場に令和6年11
月9日に「竹島領有権確立運動隠岐の島町集会」を
14年ぶりに開催いたしました。
この集会では、竹島関係者及び地元中学生など
488名の参加をいただき、関係者の方々の挨拶の後

に大会宣言として、政府に対して5つの要望をさせ
ていただきました。
①内閣府に竹島を所管する組織を設置すること
②隠岐島に国直轄の「啓発施設」を設置すること
③暫定水域における漁業秩序の確立を図ること
④国境離島における国防体制の強化をはかること
⑤学校教育における竹島に関する学習の強化を図る
こと
この5点につきましては、今後も継続して要望を
していくところです。
我々は、竹島が一日も早く帰って来る端緒が見い
だせることを願ってやまないところであり、「竹島
問題解決へのともし火」を引き続き絶やすことなく、
粘り強い運動を続ける必要があります。
今後とも、竹島問題の解決に向けて皆さま方のご
支援ご協力をお願い申し上げます。

令和7（2025）年2月

竹島領土権確立隠岐期成同盟会会長

池田 高世偉 氏（隠岐の島町長）

竹島問題解決へのともし火

「竹島の日」条例制定20年にあたって
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竹島の日  2月22日

竹島・北方領土返還要求運動島根県民会議会長

中島　謙二（島根県議会議長）

平成17（2005）年3月に、島根県議会において「竹
島の日を定める条例」が可決されて以来、島根県と
ともに開催してきた「竹島の日」記念式典が、令和7
（2025）年2月22日で20回目を迎えることとなりました。
これまで、「竹島の日」記念式典の開催、並びに竹
島の領土権確立に向け、皆様方から賜りましたご理
解とご支援に厚く御礼申しあげます。
竹島・北方領土返還要求運動島根県民会議は、全
国で唯一、名称に「竹島」を冠する県民会議として、
昭和62（1987）年3月11日に、県内の官民45団体が
加盟する県民運動団体として設立されました。
当時は県内においても竹島問題の啓発が十分に進
んでおらず、そんな状況の中、竹島問題のリーフレッ
ト作りから始め、啓発パネル展や県民大会の開催な
ど、竹島の返還促進に向けた運動を展開してまいり
ました。
とりわけ、平成15（2003）年に島根県など関係団
体とともに開催した「竹島・北方領土返還要求運動
島根大会」は、領土権確立の原点である隠岐島を会
場に、多くの方々にご参加いただき大きな盛り上が
りを見せ、その後の「竹島の日を定める条例」制定
への大きな推進力となりました。また、平成18（2006）
年6月には、2万7千人を超える署名を添えて国会に
提出した、「竹島の領土権の早期確立に関する請願」
が衆参両院本会議で採択されるなど、大きな成果へ
と繋がりました。
また、竹島の領土返還要求運動を国民運動への盛
り上がりに繋げるため、日本の領土を守るため行動
する議員連盟とともに、東京集会をこれまで4回開催
し、政府や国会議員、国内世論に向けて、隠岐を中
心とした島根県民の声を直接届けることで、竹島の
領土権の早期確立を強く訴えてまいったところです。
このほか、竹島問題への国民の関心を高めるため、
平成29（2017）年には竹島問題に関する新しい標語

を募集し、「竹島は　島根の宝　わが領土」等の入賞
作品を啓発グッズやポスターなどに幅広く利用し、
県内外での啓発に役立てています。
そして、国民運動としての今後を考える上で欠く
ことのできないのは、将来を担う青少年の教育であ
ります。その基盤を作るため、本県中学生を北方領
土問題の地、根室や北方四島へ派遣したり（現在は
ロシアのウクライナ侵攻のため派遣を中断中）、北方
領土の研修会、現地視察、北方四島交流等に参加さ
れた社会科教員等を中心に、島根県竹島・北方領土
問題教育者会議を設けたりするなどして指導者の養
成に努めているところです。
この教育者会議を中心として作成された竹島学習
の中学校用リーフレットや副教材DVDは、県内すべ
ての公立小中学校の授業等において使用されていま
す。そしてこの竹島学習を基に「竹島・北方領土問
題を考える中学生作文コンクール」を実施し、15回
目となる令和6年には県内全域から23校の参加を得
るまでに至りました。この取組は着実に県内全域に
広がってきています。今後も、各学校での竹島学習
を継続して進めてまいります。また、令和6年には、
隠岐の島町久見竹島歴史館等を会場として県内の中
学生、社会科担当教諭等が参加して竹島問題を考え
る研修会を開催しました。今後の竹島問題の解決を
図るためには、青少年の育成とその青少年を指導す
る指導者の養成は急務であり最重要課題であります。
領土問題の解決は政府間の交渉にゆだねるしかあ
りません。しかし政府を動かし後押しするために、
島根県民の熱意と国民世論の盛り上がりは不可欠で
す。今後とも竹島問題の早期解決に向けた皆様方の
一層のご理解とご支援をお願い申しあげます。

令和7（2025）年2月

竹島・北方領土返還要求運動島根県民会議会長ごあいさつ

竹島問題の解決に向けて
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竹島関連年表 （20世紀以降）

年 出　来　事

1904（明治 37）年

1905（明治 38）年

　　　　 〃

1945（昭和 20）年

1951（昭和 26）年

　　　　 〃

1952（昭和 27）年

　　　　 〃

1953（昭和 28）年

　　　　 〃

1962（昭和 37）年

1965（昭和 40）年

1977（昭和 52）年

　　　　 〃

1978（昭和 53）年

1987（昭和 62）年

1996（平成８）年

1999（平成 11）年

2002（平成 14）年

2005（平成 17）年

　　　　 〃

2007（平成 19）年

2011（平成 23）年

2012（平成 24）年

　　　　 〃

　　　　 〃

　　　　 〃

　　　　 〃

2013（平成 25）年

　　　　 〃

2014（平成 26）年

2016（平成 28）年

2017（平成 29）年

　　　　 〃

2018（平成 30）年

　　　　 〃

2020（令和 2）年

　　　　 〃

中井養三郎、｢りやんこ島｣（現在の竹島）の領土編入と貸し下げを出願

日本政府、閣議で「竹島」と命名し、領土編入ならびに隠岐島司の所管を決定

島根県知事が、｢島根県告示第四十号｣により、竹島の地名と所管を公示

日本が｢ポツダム宣言｣の受諾を表明。第２次世界大戦終了

米国政府が、竹島を韓国領とする韓国政府の要望を拒否（いわゆる｢ラスク書簡｣）

｢サンフランシスコ平和条約｣調印。朝鮮の放棄を規定、竹島の日本保持が確定

韓国･李承晩大統領が、一方的に｢李承晩ライン｣を設けて、竹島の領有を主張

日本政府、韓国政府に対し、｢李ライン｣と竹島領有主張に抗議

島根県と海上保安庁が共同で竹島を調査、領土標識を設置

韓国政府、｢李ライン｣内からの日本漁船の退去を命じ、拿捕の強行を開始

島根県議会が｢竹島の領土権確保に関する決議｣を可決

｢日韓基本関係条約｣｢日韓漁業協定｣｢紛争解決に関する交換公文｣ 調印・発効

島根県議会が｢竹島の領土権の確保並びに周辺漁場の安全確保に関する要望決議｣を可決

島根県竹島問題解決促進協議会の設立

韓国、領海 12 海里を宣言。竹島近海から日本漁船締め出し

「竹島・北方領土返還要求運動島根県民会議」の設立

「竹島領土権確立隠岐期成同盟会」の設立

｢新日韓漁業協定｣（暫定水域の設定）が発効

島根県議会の超党派有志による「竹島領土権確立県議会議員連盟」が発足

島根県議会が｢竹島の日を定める条例｣を可決

島根県が島根県竹島問題研究会を設置

Ｗｅｂ竹島問題研究所の設置、竹島資料室の開設

島根県議会が「竹島の領土権確立のため国際司法裁判所へ提訴するよう政府に求める意見書」を可決

日本の領土を守るため行動する議員連盟、竹島・北方領土返還要求運動島根県民会議により、
初の「竹島問題の早期解決を求める東京集会」開催

韓国･李明博大統領が歴代大統領として初めて竹島に上陸

日本政府、韓国政府に、竹島問題について国際司法裁判所（ＩＣＪ）に合意付託すること及び

日韓紛争解決交換公文に基づく調停を行うことを提案（1954 年、1962 年に続いて 3 回目）

島根県議会が「竹島領土権確立に関する決議」を可決

内閣官房に領土・主権対策企画調整室を設置

日本政府が「竹島の日」式典に初めて政務官を派遣

島根県議会が『「竹島の日」の閣議決定と「竹島の日」式典の開催を求める意見書』を可決

隠岐の島町に「竹島資料収集施設  久見竹島歴史館」開設。政府代表が式典出席

文部科学省が小中学校の新学習指導要領を公示、竹島を「我が国固有の領土」と明記

国土地理院が竹島の地図表記で、主要２島を「男島」「女島」とする

内閣官房が東京に「領土・主権展示館」を開館

文部科学省が高等学校の新学習指導要領を公示、竹島を「我が国固有の領土」と明記

「領土・主権展示館」が東京・虎ノ門に移転オープン

学生解説員による解説をスタート

竹島の日  2月22日
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